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本
会
は
こ
の
ほ
ど
、「
中
央
会
活
動
指

針
・
行
動
計
画
」
を
策
定
し
た
。

　

近
年
の
中
小
企
業
施
策
は
地
域
や
業

界
全
体
の
底
上
げ
を
目
指
す
と
い
う
従

来
の
や
り
方
か
ら
市
場
原
理
に
基
づ
く

も
の
へ
と
方
向
転
換
し
、
さ
ら
に
中
央

会
へ
の
国
庫
補
助
金
の
廃
止
や
、
中
小

企
業
の
長
期
低
迷
に
よ
る
会
員
組
合
の

減
少
等
、
中
央
会
を
取
り
巻
く
環
境
は

極
め
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。

　

こ
う
し
た
中
で
、
本
会
は
平
成
18
年

度
及
び
19
年
度
の
２
年
間
に
亘
り
、
千

葉
県
所
管
課
の
指
導
の
下
に
「
中
央
会

活
動
指
針
・
行
動
計
画
」
を
策
定
し
た
。

　

今
後
の
中
央
会
活
動
は
こ
の
指
針
等

に
基
づ
き
事
業
展
開
す
る
こ
と
に
な
る
。

　

以
下
は
活
動
指
針
の
骨
子
。

組
合
の
活
性
化
及
び
新
た
な
連
携
か
ら

の
視
点

■　

目
指
す
方
向
性

　
　

�　

中
央
会
と
し
て
は
、
組
合
法
に

規
定
さ
れ
た
組
合
等
に
対
す
る
事

業
及
び
経
営
の
指
導
事
業
の
精
度

を
高
め
る
と
と
も
に
、
中
小
企
業

連
携
組
織
に
対
す
る
指
導
支
援
を

行
う
こ
と
に
よ
り
、
地
域
経
済
の

振
興
や
中
小
企
業
の
健
全
な
発
達

を
図
る
た
め
、
積
極
的
な
取
り
組

み
を
行
な
う
。

■　

�

活
動
内
容

　
　

�

①
組
合
等
へ
の
指
導
・
支
援
機
能

の
強
化
②
少
子
・
高
齢
化
社
会
に

対
応
す
る
中
小
企
業
へ
の
支
援
③

大
学
・
企
業
・
組
合
間
の
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
ト
機
能
の
強
化
④
地
域
資
源

を
活
用
し
た
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
の

創
出
支
援
⑤
中
小
企
業
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ

策
定
支
援

人
材
か
ら
の
視
点

■　

�

目
指
す
方
向
性

　
　

�　

職
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
や
モ

ラ
ー
ル
の
向
上
を
図
る
た
め
に
、

職
員
の
待
遇
改
善
と
教
育
研
修
等

を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
職
員

の
資
質
向
上
を
図
り
、
県
内
中
小

企
業
連
携
組
織
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク

と
し
て
、
ま
た
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

ト
機
関
と
し
て
県
内
中
小
企
業
の

振
興
に
寄
与
す
る
。

■　

活
動
内
容

　
　

⑴
計
画
的
な
教
育
訓
練
の
実
施

　
　

⑵
人
事
評
価
シ
ス
テ
ム
の
導
入

　
　

⑶
実
力
評
価
に
よ
る
昇
進
・
昇
給

　
　

⑷
資
格
取
得
者
へ
の
奨
励
金
授
与

組
織
か
ら
の
視
点

■　

目
指
す
方
向
性

　
　

�　

複
雑
化
、
多
様
化
、
専
門
化
し

て
い
く
組
合
等
の
ニ
ー
ズ
に
迅
速

か
つ
的
確
に
対
応
し
、
会
員
サ
ー

ビ
ス
の
向
上
を
図
る
た
め
、
よ
り

柔
軟
で
機
能
的
な
組
織
体
制
を
構

築
す
る
。

■　

活
動
内
容

　
　

�

⑴
平
成
19
年
４
月
か
ら
管
理
部
門

を
区
分
し
、
支
援
部
門
を
集
中
す

る
こ
と
に
よ
り
機
動
的
、
弾
力
的

配
置
を
志
向
し
て
４
部
１
室
体
制

か
ら
2
部
1
室
体
制
に
移
行
。
さ

ら
に
、
支
所
は
銚
子
支
所
に
つ
い

て
は
平
成
19
年
度
末
を
も
っ
て
廃

止
。
松
戸
支
所
は
20
年
度
末
の
廃

止
に
向
け
て
検
討
す
る
。

　
　

��

⑵
事
業
評
価
に
基
づ
く
事
業
の
ス

ク
ラ
ッ
プ
＆
ビ
ル
ド
を
行
い
、
必

要
性
が
あ
れ
ば
補
助
金
以
外
の
事

業
も
実
施
す
る
。

財
政
か
ら
の
視
点

■　

目
指
す
方
向
性

　
　

�　

予
算
に
占
め
る
県
補
助
金
の
依

存
比
率
を
下
げ
る
。

　
　

�　

継
続
雇
用
制
度
の
導
入
、
㈱
幕

張
メ
ッ
セ
へ
の
出
資
金
、
入
居
し

て
い
る
中
小
企
業
会
館
の
賃
借
料

問
題
等
、
今
後
の
中
央
会
の
財
政

状
況
は
厳
し
く
な
る
。
こ
れ
に
対

応
す
る
た
め
に
は
、
収
入
増
を
図

る
た
め
の
事
業
等
を
検
討
す
る
と

と
も
に
、
無
駄
な
経
費
を
削
減
し

て
い
く
努
力
が
必
要
。

■　

活
動
内
容

　
　

�

⑴
補
助
金
比
率
の
低
減
＝
補
助
対

象
者
の
計
画
的
な
削
減
と
収
益
事

業
や
会
費
の
見
直
し
（
目
標
、
平

成
23
年
度
＝
60
％
未
満
）。

　
　

�

⑵
経
費
の
削
減
＝
職
員
の
意
識
改

革
等
様
々
な
方
法
に
よ
る
経
費
削

減
の
徹
底
と
会
費
値
上
げ
の
検
討
。

「
中
央
会
活
動
指
針
・
行
動
計
画
」
を
策
定
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中小企業・地域経済の活性化を実現

・組合等への指導・支援機能の強化
　・ワンストップサービスによる創業・連携支援
　　（研修による職員の資質向上、巡回指導マニュアル等の作成）
　・組合の抱える問題点、活性化の方策等を検討し、改善策を提案
　　（中小企業診断士による継続指導実施）

・少子・高齢化社会に対応する中小企業への支援
　・団塊世代の熟練技能者の高度技能を活用・継承するための創業支援
　・仕事と子育ての両立を目指す女性の働き方を支援
　　（創業支援説明会開催、NPO・労働者協同組合等と連携し企業
　　 組合等設立）

・大学・企業・組合間のコーディネート機能の強化
　・企業と大学、組合と大学等多様な連携ニーズのマッチングを支援
    （企業連携のPR実施、大学等と企業の連携による新製品開発を
     支援）

・地域資源を活用した新たなビジネスの創出支援
　・地域資源の活用、地域ブランドの商品化等、市場ニーズに合った
     ビジネスの育成により地域の活性化を支援
    （地域ブランド育成懇談会開催、農協・漁協等を含めた研究会実施）

・中小企業のBCP策定支援
　・中小企業のリスク管理、防災等地域貢献を支援
     （BCPの重要性の周知、モデル運用指針の策定支援）

・中小企業の IT 活用支援
　・ITを活用した経営管理を支援
    （窓口相談、専門家派遣、セミナー等開催）

・組合員の経営に対するアドバイス、組合事業への支援、
組合員の加入促進支援、情報提供の充実等

[中央会への要望 ]

組合等からの要望・意見
〔組合実態調査 457組合、実地調査 400組合の意見把握〕
・組合員の経営不振、組合員の減少等により既存事業が停滞

《財政からの視点》
県からの補助金比率の低減

（60％目標）

《組織からの視点》
機能的な組織体制づくり

《組合の活性化・新たな連携からの視点》
多様な連携の支援

《人材からの視点》
職員の資質向上

４つの視点から検討
（財政・組織・人材・新たな連携）

・資格取得奨励システムの導入
　・中小企業診断士等国家資格の
　  取得促進（奨励金制度の設置）

・スキルアップ効果の高い研修等
  の実施
   ・中小企業大学校の研修受講
   ・中央会内部研修の実施
     （全国中央会のコーディネート研修他）

・自己財源の増強
　・会費収入の拡充・強化等
　　（組合設立促進、共済制度の
　　 強化等）
   ・職員の適正配置
      Ｈ19＝29人→Ｈ24＝24人

・経費の削減
   ・事業の棚卸しによるコスト削減
     （事業評価制度導入、管理費等
      の抑制）

・組織体制の見直し
   ・支所の廃止を含めた組織体制の
     改革
     （Ｈ19銚子廃止、Ｈ20松戸廃止
      検討）

・他の支援団体、金融機関等との
　連携強化
  ・全中、商工会議所、商工会等と
    の連携促進（情報交換会等開催）

中央会の目指すべき方向

巡回指導・研究会等を
通じて中小企業の要望把握

（意見・要望）

中小企業を取巻く
社会経済環境の変化
（組合等に影響）




